
エネルギー基本計画案を斬る

末田一秀

（はんげんぱつ新聞編集委員）



国策を定めるエネルギー基本計画

• エネルギー政策基本法にもとづく法定計画

• 国のエネルギー政策の基本方針を定める

基本計画 閣議決定時期 原発に関する主要方針

第１次 ２００３年１０月 原発を基幹電源として推進

第２次 ２００７年３月 「原子力立国」を実現

第３次 ２０１０年６月 原子力と再エネの比率を２０３０年に７０％に

第４次 ２０１４年４月 原発は「重要なベースロード電源」。数値目標はなし

第５次 ２０１８年７月 2015年の長期エネルギー需給見通し
「2030年度に原子力20～22％程度」を踏襲。

新増設は盛り込まず

第６次 策定議論中 ー



策定過程の問題

• 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
で昨年１０月から計１７回の議論

• 24名の委員中 原発に批判的なのは2名？

女性は９人

• 実態は、各委員が数分の制限時間内で言い
たいことを言うだけの意見表明の場で、議論
が成立していない

• 結局、事務局が原案。会長に修正一任



基本政策分科会の開催日

９月３日 案の公表、パブコメ開始









エネルギー基本計画（案）の概要
資源エネルギー庁

• 新たなエネルギー基本計画（素案）では、2050年カーボンニュートラル（
2020年10月表明）、2030年度の 46％削減、更に50％の高みを目指し
て挑戦を続ける新たな削減目標（2021年4月表明）の実現に向けたエネ
ルギー政策の道筋を示すことが重要テーマ。
世界的な脱炭素に向けた動きの中で、国際的なルール形成を主導することや、これまで
培ってきた脱炭素技術、 新たな脱炭素に資するイノベーションにより国際的な競争力を高
めることが重要。

• 同時に、日本のエネルギー需給構造が抱える課題の克服が、もう一つ
の重要なテーマ。安全性の確保を大前提に、気 候変動対策を進める中
でも、安定供給の確保やエネルギーコストの低減（S+3E）に向けた取組
を進める。

• エネ基全体は、主として、①東電福島第一の事故後10年の歩み、②
2050年カーボンニュートラル実現に向けた課 題と対応、③2050年を見
据えた2030年に向けた政策対応のパートから構成。









IPCC報告書はなぜ信用できるか

• 66か国からの200人以上の専門家

• 14,000本の論文を引用

• 3回にわたる査読（レビュー）

• 78,000のレビューコメントにすべて対応

• コメントと対応もすべて公開

国立環境研究所 地球システム領域 副領域長
東京大学 総合文化研究科 客員教授
総合地球環境学研究所 客員教授
江守正多 （IPCC WGI AR6主執筆者）



太字：２０２１年４月 気候サミットによる目標引き上げ

２０１３年度比４６％減は

２００５年度比４５％減
１９９０年度比４０％減 に相当





日本原子力文化財団HPより



再エネ目標
計画 策定年 ２０３０年の

再エネの割合

第４次計画 ２０１４年 22～24％
２０１６年実績 約１５％
２０３０年目標 ドイツ50％、フランス40％、イギリス30％

第５次計画 ２０１８年 22～24％ 「主力電源化への布石を打つ」

第６次案 作業中 36～38％ 「主力電源化を徹底し、再エネに 優先
の原則で取り組み、国民負担の抑制と地
域との共生を図りながら 大限の導入を
促す。」

ISEP資料を一部修正





JAPAN BEYOND COAL



ポートフォリオ：資産構成
CCUS ：二酸化炭素回収・有効利用・貯留



地震国で地層の貯留に頼れるか？

苫小牧沖で３０万トンの実証実験



原子力の位置づけ（１）

現行エネ

基本計画

• 原子力については安全を 優先し、再生可能エネルギーの
拡大を図る中で、可能な限り原発依存度を低減する

グリーン
成長戦略

（昨年末）

• 原子力については、確立した脱炭素技術である。可能な限り依
存度を低減しつつも、安全性向上を図り、引き続き 大限活用
していく。

４月２７日
梶山経産
大臣発言

• 菅総理は、２０３０年の温室効果ガス削減目標を従来の２６％に
替えて、「４６％削減することを目指す。さらに、５０％の高みに向
けて挑戦を続けていく。」との方針を、今月２２日、地球温暖化対
策推進本部で発表し、米国主催の気候変動サミットにおいて表
明した。この野心的な目標達成のために原子力を含む脱炭素電
源を 大限活用していく。





原子力の位置づけ（２）

現行エネ

基本計画

• 原子力については安全を 優先し、再生可能エネルギー
の拡大を図る中で、可能な限り原発依存度を低減する

成長戦略

実行計画

（６月）

• 可能な限り依存度を低減しつつ、国内での着実な安全 優先の再稼働
の進展とともに、米・英等で進む次世代革新炉等の開発に、高い製造能
力を持つ日本企業も連携して参画し、多様な原子力技術のイノベーショ
ンを加速化していく

次期エネ

基本計画

素案

（７月）

• 「国民からの信頼確保に努め、安全性の確保を大前提に、必要な規模
を持続的に活用していく」

• 「安全を 優先し、経済的に自立し脱炭素化した再生可能エネルギーの
拡大を図る中で、可能な限り原発依存度を低減する。」



原子力の目標

• 立地地元や推進派に忖度して目標値引き下げられ
ず

• 新増設も表立って打ち出せず

• 実現できないことを承知で、矛盾の先送り

計画 策定年 ２０３０年の
原子力の割合

第４次計画 ２０１４年 20～22％
第５次計画 ２０１８年 20～22％

2019年実績 ６％ 2020年実績 ３．７％

第６次案 作業中 20～22％



原子力資料情報室作成資料に加筆



再稼働の現状



２０５０年でも原発に１０％依存？
そのためには６０年運転必要





安定供給性？ ベースロード電源？

• 原子力は、燃料投入量に対するエネルギー出
力が圧倒的に大きく、数年にわたって国内保
有燃料だけで生産が維持できる低炭素の準国
産エネルギー源として、優れた安定供給性と
効率性を有しており、運転コストが低廉で変動
も少なく、運転時には温室効果ガスの排出もな
いことから、安全性の確保を大前提に、長期的
なエネルギー需給構造の安定性に寄与する重
要なベースロード電源である。



欧州では

ベースロード電源の
概念崩壊



運転時の原発もCO２を排出している

原発 排出量 原発 排出量

泊 P ２７８００ 浜岡 B １１５００

東通 B ２４３００ 志賀 B ７０９００

女川 B ４７７０ 敦賀 P&B ５０８４０

東海第二 B １６１００ 島根 B ３２２００

福島第一 B ４２８００ 玄海 P ６０６８

柏崎刈羽 B ２４１０００ 川内 P ５５３４

（単位：t/年）

（2008年度）

温暖化対策推進法にもとづく「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」

沸騰水型炉では、タービン軸封部から放射能を帯びた蒸気が漏れること
を防止するため、起動・停止時に補助ボイラーで発生させた蒸気でシール
している。補助ボイラーの燃料は重油 （福島第二は電気）





「国も前面に立ち・・」

• 柏崎刈羽の再稼働に向けて、経産省・資源エ
ネ庁管理職の２０２０年１月から２０２１年１月ま
での新潟県出張 計８０回

• 美浜３号炉など４０年越え老朽原発の再稼働
に向けて、2019年4月～21年2月の福井県出
張 計110回

• 今年は1月3日から（正月３ヶ日が開ける前！）2月12日ま
でに 計16回



原水禁エネルギー・プロジェクト

• 座長 長谷川公一（東北大学名誉教授）

委員 桃井貴子（気候ネットワーク）

藤堂史明（新潟大）

手塚智子（市民エネルギーとっとり）

松原弘直（ISEP）
末田一秀（はんげんぱつ新聞編集委員）

事務局長 北村智之（原水禁）

事務局次長 松久保肇（原子力資料情報室）

・３月４日に提言概要発表

本文は、右の出版物に。ネットでも無料公開



提言の一部

東京電力福島第一原発事故の反省をもとに､日本は
2030年までに原発ゼロをめざすことを宣言すること。
さらに2030年までに石炭火力ゼロ、2050年までに
LNG火力ゼロにすることをめざす。これをポストコロナ
時代のグリーン･リカバリー政策と位置付ける

2030年度の温室効果ガスの排出削減目標(2013年度
比26%削減)を見直し､1990年比で少なくとも50%削減
へと目標を引き上げる

六ヶ所村に建設中の再処理工場の建設を中止し､核
燃料サイクル路線を中止する

カーボン･プライシングの導入など､脱炭素社会への転
換を進めるための政策を本格化する



将来の電力源



エネルギー政策での地域主権へ

原子力

大規模・集中型

エネルギー浪費構造の延命へ

自然エネルギー

中小規模・分散型

低炭素型の新しい社会へ

雇用創出

産業育成
地域再生

温暖化対策

地域外からエネルギーを購入す
ることによって流出していたお金
が地域内で循環し、雇用を生み、
地域経済を活性化させる



まとめ

• 原案策定過程は、幅広い意見を反映せず

• 政治主導で争点先送り。官僚組織劣化の現
れ？

• 再エネ目標の引き上げは不十分

• 石炭火力の削減に踏み込まず

確実でない新技術に頼るのは誤り

• 国策としての原発を無理やり維持

⇒欧州各国などとの格差が開くばかり





文例などは

http://ato4nen.com/public-comment/ 「あと４年」で検索



新情報は 個人ＨＰ「環境と原子力の話」で

「末田一秀」で検索


